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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

③ 後期高齢者医療特別会計 497,822 △ 10,799 487,023

621,279

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

① 下水道特別会計

5,772,554

2,575,432 △ 58,395 2,517,037

① 水道事業会計 625,182 △ 3,903

平成26年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

21,518,026 △ 231,896 21,286,130１ 一般会計

２ 特別会計 8,813,037 △ 36,423 8,776,614

② 国民健康保険特別会計 5,739,783 32,771

② 病院事業会計 1,694,749 1,000 1,695,749
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議案第29号　小城市一般会計補正予算（第８号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

△ 86,352 723,539

0.5

△ 231,896

△ 22,247 1,358,468 6.4 予 備 費 30,000

合　　　　　計 21,518,026100.0

15.53,376,300

3,208 62,264 0.3

21,286,130

△ 76,100 3,300,200

繰 越 金 116,692

13.2

国 庫 支 出 金 2,615,889

100.021,286,130

326,146

3.4繰 入 金 809,891

116,692

30,000 0.1

財 産 収 入 59,056

使 用 料 及 び 手 数 料 191,979 195

△ 38,457 2,577,432

合 計 21,518,026

寄 附 金 619,701 289 619,990 2.9

1.5諸 収 入 334,835 △ 8,689

県 支 出 金 1,380,715

△ 231,896

市 債

0.0

192,174 0.9 公 債 費 2,598,900 206,683 2,805,583

12.1 諸 支 出 金 1 1

10.8

分 担 金 及 び 負 担 金 300,931 △ 3,743 297,188 1.4 災 害 復 旧 費 401,725 △ 39,840 361,885 1.7

交通安全対策特別交付金 8,400 8,400 0.0 教 育 費 2,363,468 △ 67,459 2,296,009

6.1

地 方 交 付 税 7,101,746 7,101,746 33.4 消 防 費 710,490 △ 3,064 707,426 3.3

地 方 特 例 交 付 金 21,919 21,919 0.1 土 木 費 1,381,643 △ 81,384 1,300,259

4.1

自動車取得税交付金 13,715 13,715 0.1 商 工 費 2,462,729 △ 33,492 2,429,237 11.4

地 方 消 費 税 交 付 金 317,968 317,968 1.5 農林水産業費 896,858 △ 15,596 881,262

10.3

株式等譲渡所得割交付金 2,416 2,416 0.0 労 働 費 10,227 10,227 0.0

配 当 割 交 付 金 8,618 8,618 0.0 衛 生 費 2,225,868 △ 27,037 2,198,831

27.2

地 方 譲 与 税 147,803 147,803 0.7 総 務 費 2,290,816 △ 41,462 2,249,354

市 税 4,080,896 4,080,896 19.2 議 会 費

補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

1.1

平成26年度　第８号補正後予算総額　　21,286,130千円　

10.6

利 子 割 交 付 金 8,556 8,556 0.0 民 生 費 5,908,191 △ 128,307 5,779,884

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ231,896千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ21,286,130千円とするものです。

　歳入の主なものは、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入、各種事業に伴う国・県支出

金、分担金及び負担金、市債の減のほか、財政調整基金繰入金の減などによるものです。

　歳出の主なものは、「保育所等緊急整備事業」、「県営クリーク防災機能保全対策事業」、「海苔

養殖漁場環境改善緊急対策事業」、「スマートインターチェンジ整備事業」などです。

237,110 △ 938 236,172

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前
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議案第30号　小城市下水道特別会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

2,517,037 100.0 合　　　　　計 2,517,037△ 58,395

89,880

繰 入 金 840,717 △ 38,629 802,088 31.9

合 計 2,575,432

繰 越 金

2,575,432△ 58,395

諸 収 入 7,414 △ 6 7,408 0.3

市 債 686,600 △ 28,500 658,100 26.1

3.3

国 庫 支 出 金 684,435 △ 4,496 679,939 27.0 公 債 費 647,407 647,407 25.7

△ 6,649 174,290 6.9使 用 料 及 び 手 数 料 180,939

0.4

財 産 収 入 753 753 0.0

33,327 33,327 1.3 予 備 費 10,000県 支 出 金

100.0

89,880

10,000

集団整備事業費 97,582 △ 13,348 84,234

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 額 合 計 構成比補 正 前

19,885 71,252 2.8 下 水 道 費分 担 金 及 び 負 担 金 51,367 1,820,443 △ 45,047 1,775,396

3.6

平成26年度　第4号補正後予算総額　2,517,037千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ58,395千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ
れぞれ2,517,037千円とするものです。
  補正の主な内容は、歳入では下水道分担金及び負担金を実績により増額し、使用料、国庫支出金、
市債を減額するものです。
　歳出では実績に応じて事業費及び施設管理費の減額を行うものです。

歳 入

70.5
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議案第31号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

5,739,783

共 同 事 業 交 付 金 818,033

1.8

5,772,554 100.032,771

25,455

354,699

0.0

0.5 諸 支 出 金 55,924

公 債 費

568,398

4.4 介 護 納 付 金

28,455 △ 3,000

繰 上 充 用 金

444

国 庫 支 出 金 1,908,284 △ 7,411 1,900,873 32.9 568,398

補 正 額

0.0

諸 収 入

14.2 共同事業拠出金 799,848 △ 2 799,846

県 支 出 金 282,845

繰 越 金 103 103

繰 入 金 339,860 19,214

予 備 費

253,701251,317

818,033

歳 入 歳 出

使 用 料 及 び 手 数 料 800 800 0.0 保 険 給 付 費

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 合 計 構成比

国 民 健 康 保 険 税

療養給付費等交付金 173,531 37,440 210,971 3.7
前期高齢者納
付 金 等

11,376 15,057 26,433

1,075,344前 期 高 齢 者 交 付 金 △ 1

359,074 6.2 保 健 事 業 費

18.6 老人保健拠出金1,075,343

△ 31,528

25

4.4

合 計 5,739,783 32,771 5,772,554 100.0 合　　　　　計

25

10,000

354,699 6.1

10,000

0.4

45,993

0.2

101,917

0.0

13.9

253,701

補 正 前

3,638,944

後期高齢者支
援 金 等

△ 8,820

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ32,771千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ
ぞれ5,772,554千円とするものです。
　今回の補正の主な内容は、歳入では、療養給付費等交付金、一般会計繰入金及び諸収入の第三者納
付金を追加し、国及び県支出金の減を見込んでいます。
　歳出では、平成25年度の精算に伴い国庫補助金を返還するため諸支出金を追加するほか、出産育児
一時金の減少による保険給付費を減額しております。

1,129,710 1,129,710 19.6 総 務 費 20,422 △ 1,400 19,022 0.3

3,647,764 63.0

9.8

0.0444

平成26年度　第４号予算総額　5,772,554千円　
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議案第32号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

平成26年度　第２号補正後予算総額　487,023千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ10,799千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ
れぞれ487,023千円とするものです。

　歳入は、後期高齢者医療保険料及び一般会計からの繰入金を減額するものです。
　歳出は、後期高齢者医療広域連合へ納付する事務費、及び佐賀県後期高齢者医療広域連合負担金を
減額するものです。

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 150 △ 70 80 0.0
後期高齢者医療広
域 連 合 納 付 金

495,460 △ 10,470 484,990 99.6

後期高齢者医療保険料 337,034 △ 9,121 327,913 67.3 総 務 費 1,612 △ 329 1,283

0.1

繰 越 金 7,531 7,531 1.5 予 備 費 200 200 0.0

繰 入 金 152,504 △ 1,608 150,896 31.0 諸 支 出 金 550 550

合　　　　　計 497,822 △ 10,799 487,023 100.0 合　　　　　計 497,822 △ 10,799 487,023 100.0

諸 収 入 603 603 0.1
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議案第33号　小城市水道事業会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

平成26年度　第４号補正後予算規模　621,279千円　

　今回の補正の内容は、収益的収入では、営業収益の給水収益を減額し、新規給水申請の増加に伴い
手数料及び営業外収益の雑収益を増額するものです。
　収益的支出では、営業費用の委託料等を減額し、減価償却費を増額するものです。
　予備費の減額は収支の調整のためのものです。
　資本的収入では、移設補償工事の増加に伴い負担金を増額するものです。

2.9

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0

　営業収益 291,398 △ 8,963 282,435 88.0 　出資金 1 1 0.0

◇水道事業収益 325,014 △ 3,903 321,111 100.0 ◇資本的収入 201,001 5,016 206,017

  特別利益 26,863 26,863 8.4   固定資産売却 200,000

◇水道事業費 325,014 △ 3,903 321,111 100.0 ◇資本的支出 300,168

　営業外収益 6,753 5,060 11,813 3.7 　負担金 1,000 5,016 6,016

14.5

　営業費用 244,313 △ 266 244,047 76.0 　建設改良費 56,631 56,631

　営業外費用 25,212 25,212 7.9
　企業債償還
  金

43,537 43,537

18.9

100.0300,168

66.6

　予備費 51,848 △ 3,637 48,211 15.0

　特別損失 3,641 3,641 1.1
　投資有価証
  券購入費

200,000 200,000

200,000 97.1

差 引 0 0 0 差 引 △ 99,167 5,016 △ 94,151
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議案第34号　小城市病院事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

363,143 363,143 21.8 　予備費 1,000

平成26年度　第３号補正後予算規模　1,695,749千円　

収益的収入については、医業外収益のうち補助金の額の確定により補助金を増額するものです。収益
的支出については、医業外費用のうち、消費税及び地方消費税を増額するものです。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0

　医業収益 1,191,966 1,191,966 91.1 　負担金 10,350 10,350 50.9

◇病院事業収益 1,305,318 2,911 1,308,229 100.0 ◇資本的収入 17,624 2,699 20,323

13.3

　出資金 7,273 7,273 35.8

　医業外収益 113,352 2,911 116,263 8.9 　補助金 1 2,699 2,700

100.0

　医業費用 1,287,125 1,287,125 77.3 　建設改良費 14,548 14,548 46.8

◇病院事業費用 1,663,674 1,000 1,664,674 100.0 ◇資本的支出 31,075 31,075

50.0

　予備費 1,000 1,000 0.1

　医業外費用 12,406 1,000 13,406 0.8
　企業債償還
  金

15,527 15,527

3.21,000　特別損失

差 引 △ 358,356 1,911 △ 356,445 差 引 △ 13,451 2,699 △ 10,752
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 海苔養殖漁場環境改善緊急対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 小城市海苔養殖漁場環境改善緊急対策事業費補助金交付要綱

事業期間
平成25

海苔養殖漁場環境改善緊
急対策事業補助金

基本事業名 3
生産性の向上、経営の安
定化一般 6 3 2 1020

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　有明海の栄養塩不足により海苔の色落ち被害が発生している。海苔養殖漁場環境を緊急に改善するために行われる栄
養塩の施肥に要する経費に対して、市が一部を助成することで海苔養殖者の負担軽減を図る。

【内容】
　栄養塩低下改善のために必要な資材の購入費用に対し、補助金を交付する。

【事業費の補助率】
　・補助率　　　　対象事業費の15％以内
　・対象事業費　5,863千円

事業費の推移
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1,066 840 800 800 800 800 一般財源

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 1,066 840 800 800 800 800 事業費計

その他

合　　計

840 840

合　　計

840 840

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

法令根拠 土地改良法、県営土地改良事業負担金に係る分担金徴収条例

事業期間
平成 24 平成 33

国県営土地改良対策事業
費

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 県営クリーク防災機能保全対策事業「小城地区」 総
合
計
画
体
系

政策名 5

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 10 387

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　本地区のクリークは、法面の崩壊が進行しており、クリーク沿いの水田・道路等の損壊が発生するとともに、土砂の堆積に
よる排水機能低下から農地等に広域的な災害が発生する恐れがある。
　このため、本事業により、クリーク法面の保護整備を行い、これらの被害を未然に防止するとともに、農業生産の維持及び
安定を図り、併せて農地の保全を図るものである。

【内容】
（全体計画）
　事業名：県営クリーク防災機能保全対策事業「小城地区」
　工期：平成24年度～平成33年度（10年間）
　受益面積：Ａ＝2,917ha
　主要工事：木柵工　L＝72.7㎞
（事業主体）
　佐賀県

【事業費の負担率】
　国55％、県35％、市5％、受益者5％

事業費の推移
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

14,875 その他 176,332

県支出金

14,875 14,875

地方債 35,100 21,600 13,500 15,700 15,700 15,700 地方債 190,700

合　　計

414,855

一般財源 38,855 26,400 3,750 4,425 4,425 4,425 一般財源 47,823

※「事業費の推移」は、市の歳出ベースで区分。
　【25年度、26年度欄は、それぞれ前年度分の分担金を除き、全体計画の「総事業費」の財源内訳「その他」欄は、同額を含めて表示】

3,000

　平成26年度の県事業費増に伴う負担金の増額

  木柵工　L＝500mの負担金

　※増額分については、事業主体の佐賀県が平成27年度に繰り越して実施する。

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 73,955 48,000 30,000 35,000 35,000 35,000 事業費計

その他 12,750

合　　計

1,400 1,600 3,000

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000

9



 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
　佐賀県の事業費増による負担金の増額

合　　計

5,500 606 6,106

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,106 6,106

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 8,430 9,553 29,644 29,644 29,644 事業費計

その他

106,915

一般財源 930 1,053 3,044 3,044 3,044 一般財源 11,115

地方債 7,500 8,500 26,600 26,600 26,600 地方債 95,800

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　国営筑後川下流土地改良事業では対応できない個別の付帯末端整備として県営土地改良事業を実施し、農業用用排
水路等の農業用施設整備により農業用水の確保を行い、営農の合理化･複合化を促進し、生産性の向上と農業経営の安
定を図るものである。

【内容】
　多久導水路地区（小城町池上地区）は、区画整理済であるが、農業用水は河川や小規模なため池を水源としており、十
分な農業用水の確保が出来ず、営農に支障を来たしているため、嘉瀬川ダムに貯留した農業用水を安定供給するために
国営筑後川下流土地改良事業により幹線水路の整備が進められている。
　その附帯事業として、本県営事業により末端施設（パイプライン・ライニング水路）を整備することに対して負担及び地元調
整をするもの。

〔県の工事概要〕
　受益面積　Ａ＝79.10ha
　本管パイプライン　L=4.0km　市内路線パイプライン　L=3.0km　オ－プン水路　L=2.8km

〔負担割合〕
　・多久導水路県営路線本管　　　国：55％　県：25％　市：20％（うち小城市：38.73％　多久市：61.27％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※小城市と多久市の負担割合は、面積割りにより算出
　・その他、市内の路線　　　　　　　国：50％　県：25％　市：25％

事業費の推移
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 土地改良法、県営土地改良事業負担金に係る分担金徴収条例

事業期間
平成26 平成30

国県営土地改良対策事業
費

基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 10 387

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名
県営農業競争力基盤整備事業（多久導水路地
区）

総
合
計
画
体
系

政策名 5
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 スマートインターチェンジ整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 スマートインターチェンジ「高速道路利便増進事業」制度実施要綱、道路法

事業期間
平成18 平成29

スマートインターチェンジ
整備事業

基本事業名 1 高速交通体系整備の促進
一般 8 2 3 883

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存PAを利用した安価なインターチェンジの整備が可能となった。
小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系整備を促進させ、小城市
の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図るものである。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取得
→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.4月連結許可済

（工事の概要）
　接続道路　4本　Ｌ＝1.3ｋｍ
平成24年度　道路予備修正設計
平成25年度　土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成26年度　用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成27年度　用地取得・文化財調査・第1期本体工事
平成28年度～　第2期本体工事
平成29年度末　付帯工事、供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

13,010
財
源
内
訳

国庫支出金 268,949

県支出金

国庫支出金 2,786 32,421 52,519 168,213

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 5,407

県支出金

地方債 2,000 21,700 33,300 119,600 8,600 地方債 185,200

489,997

一般財源 451 1,836 2,864 6,446 4,130 一般財源 30,441

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：27年度欄は、26年度からの繰越分と27年度執行予定（28年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 5,237 61,364 88,683 294,259 25,740 0 事業費計

その他 5,407

合　　計

△ 15,016 5,900 △ 9,116

　　文化財発掘調査面積及び不動産鑑定箇所数の減による測量設計委託料の減
　　ネクスコ西日本との協定に基づく測量調査設計負担金の増

合　　計

△ 1,437 △ 7,400 △ 279 △ 9,116

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　こども課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

事務事業名 保育所等緊急整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠
佐賀県安心こども基金特別対策事業費補助金交付要綱
小城市安心こども特別対策事業費補助金交付要綱

事業期間

児童福祉総務費 基本事業名 1
地域における子育て支援
の充実一般 3 2 1 471

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　　認可保育園、認定こども園の施設整備は、佐賀県安心こども基金及び小城市安心こども特別対策事業費補助金（保育
所等緊急整備事業）を活用して施設を整備することにより、受入数を増やし、施設の増改築や整備を促す。

【内容】
　市内の認可保育園、認定こども園又は認可保育園、認定こども園を目指す事業者が行う施設整備に伴い、その費用の一
部として補助金を交付する。

財源内容：「待機児童解消加速化プラン」の採択を受けたため、補助率が以下のとおり変更になる。
　　　　　　　県（補助金）：1/2　→　2/3
       　　　 市：1/4　→　1/12
 　　　　　　 （事業者：1/4　変更なし）

平成26年度の施設整備により116人定員増
　当初予算による2園の施設整備で70人の定員増
　６月補正による認可外保育施設から認可保育園の1園増で46人の定員増

事業費の推移
（単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金140,720
地方債 地方債

0

一般財源 17,591 一般財源

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 158,311 0 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

△ 30,682 △ 30,682

補助率の変更に伴う歳入（県費）の増額
補助対象経費の変更に伴う補助金の減額

合　　計

14,725 △ 45,407 △ 30,682

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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